＜事業企画書の記載例＞
Ⅰ　事業実施期間（３年間）の全体計画
１．事業の最終目標
　実需者等のニーズに応じた品種等の情報を迅速に提供する体制の構築を図る。
２．事業の最終的な数値目標
　３年間で15品種以上の事業化を目指す。
３．事業の実施内容（３年間）
	（１）企画調整業務
①　目的
　関係機関との連絡・調整を行い、事業の的確かつ円滑な実施を図る。
②　実施内容
・業務の実施内容の企画・検討
・事業スケジュールの策定
・事業の進行管理
・事業実績のとりまとめ
・データベース等の仕様検討及び品種等の情報の更新
・＊＊＊＊
（２）実需者等との連携推進
①　目的
　＊＊＊＊＊を参集した連携推進会議を開催し、＊＊＊＊＊することによりニーズを把握する。
②　実施内容
・実需者等のニーズの把握
・＊＊＊＊＊
（３）実需者等からの評価
①　目的
　＊＊＊についての加工適性評価を得るため、＊＊＊＊＊を行い、＊＊＊＊＊からの評価を得るとともに、＊＊＊＊＊に反映する。
②　実施内容
・＊＊＊＊の加工適性評価
・＊＊＊＊＊の地域系統適応性評価


（注）事業の全体計画（３年間）について、本実施要領１の「事業の目的」及び２の「事業の内容」を踏まえて、簡潔に箇条書きで記載してください。
Ⅱ　26年度の事業細部計画
１．26年度の取組内容及び目標
１－１　取組内容の概要
	（１）企画調整業務
①　今年度の事業計画及びスケシュールの策定
②　各業務の実施内容の企画・検討
③　事業の進行管理
④　事業実績のとりまとめ
⑤　データベース等の仕様検討
⑥　関係機関等との連絡・調整業務
⑦　＊＊＊＊
（２）実需者等との連携推進会議の開催
①　アンケートによる実需者等ニーズの把握
②　＊＊＊＊＊
（３）実需者等からの評価
①　＊＊＊の加工適性評価試験


（注１）取組内容について、本実施要領１の「事業の目的」及び２の「事業の内容」を踏まえて、簡潔に箇条書きで記載してください。
（注２）詳細については、「１－３　各項目毎の具体的な取組内容」に記載してください。
１－２　数値目標等
	（１）企画調整業務
＜数値目標とした取組＞＊＊＊、＊＊＊＊についての把握
①　試験研究機関等が所有するの品種等の把握
　＊＊＊＊＊に対し、調査を実施。
【数値目標】（○○箇所、延べ○回）
（調査対象機関、調査項目等の詳細は別紙）
②　実需者等のニーズ把握
　＊＊＊＊＊に対し、調査を実施。
【数値目標】（○○箇所、延べ○回）
（調査対象機関、調査項目等の詳細は別紙）
③　＊＊＊＊＊の把握
　＊＊＊＊＊に対し、調査を実施。
【数値目標】（○○箇所、延べ○回）
（調査対象機関、調査項目等の詳細は別紙）
＜数値目標とした取組＞情報の集約・一元化（データベース等の仕様検討）
①　データベースの仕様検討
【数値目標】１１月までにサーバーの規模、取り扱う情報量を確定し、仕様を確定。
②　ホームページの仕様検討
【数値目標】１１月までにホームページの検索機能、コンテンツ等の仕様を確定。
（２）実需者等との連携推進
＜数値目標とした取組＞実需者等との連携の推進
①　＊＊連携推進会議開催（予定）
【数値目標】○○研究会等において、全国○箇所で延べ○回開催
（開催内容、参集範囲等は別紙）
（３）実需者等からの評価
＜数値目標とした取組＞＊＊＊＊＊＊
①　加工適性試験の実施
【数値目標】全国○箇所で延べ○回開催
（実施内容、実需者等は別紙））


（注１）「１－１　取組内容の概要」に記載した項目について、可能な限り定量的な数値目標を設定してください。
（注２）数値目標（定量的な検討件数等）について説明が必要な場合は、その設定理由等について記載した資料を添付してください。
１－３　具体的な取組内容
（注）「１－１　取組内容の概要」及び「１－２　数値目標等」で記載した内容を踏まえて、具体的に記載してください。
（１）企画・調整業務
	項　目
	実施内容

	
	


（注）実施内容について、項目毎に整理して記載してください。
（２）実需者等との連携推進
	


（注）想定される地域、時期、参集範囲、内容等について記載してください。
（３）地域への適応性試験や加工適性試験の実施
	


（注）「地域への適応性試験」及び「加工適性試験」の項目別に想定される作物、地域、実施内容等について、記載してください。
２．26年度の事業実施体制
２－１　事業実施機関の構成（単独の機関で実施する場合のみ記載）
	①事業実施機関の構成
	

	機関名（支所等名まで記載）
	主な役割（簡潔に記載）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　＊必要に応じ適宜欄を追加ください。
	②事業実施機関の関係図
	

	


２－２　共２－２　共同実施グループの構成（共同実施グループを構成する場合のみ記載）
	①共同実施グループの構成
	

	機関名（支所等名まで記載）
	主な役割（簡潔に記載）

	代表機関
	
	

	共　同
機　関

	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


＊必要に応じ適宜欄を追加ください。
	②共同実施グループの関係図
	

	


３．事業実施機関の概要
３－１　事業実施機関の代表者名、住所等
（実際に事業を実施する支所、学部等ごとに作成）
	事業実施機関
（代表機関）
	機　関　名
代表者氏名
所在地住所
電話番号
FAX
	：
：
：〒
：
：

	経理責任者
	機　関　名
氏　　名
所属部署
勤務先住所
電話番号
FAX
e-mail
	：
： 
：
：〒
：
：
：

	
	氏　　名
所属部署
勤務先住所
電話番号
FAX
e-mail
	： 
：
：〒
：
：
：

	
	（都道府県が代表機関の場合）
予算措置見込（委託契約締結時期見込：　　月））

	業務概要
	

	資本金
	
	(千円)
	従業員数
	
	(人)


（注）共同実施グループを構成する場合は「事業実施機関」を「代表機関」として記載してください。
　（共同実施機関）
	共同
実施
機関
	機　関　名
代表者氏名
所在地住所
電話番号
FAX
	：
：
：〒
：
：

	業務概要
	

	資本金
	
	(千円)
	従業員数
	
	(人)


（注）共同実施グループを構成する場合のみ記載してください。
３－２　実需者情報
①実需者（機関）の概要
②連絡先等
	氏名
	連絡先

	機関名
（担当者名）
	所属・部署
電話番号
FAX
e-mail
	： 
：
：
：

	機関名
（担当者名）
	所属・部署
電話番号
FAX
e-mail
	：
：
：
：


３－３　生産者情報
①　生産者（機関）の概要
②　連絡先等
	氏名
	連絡先

	機関名
（担当者名）
	所属・部署
電話番号
FAX
e-mail
	： 
：
：
：

	機関名
（担当者名）
	所属・部署
電話番号
FAX
e-mail
	：
：
：
：


４．事業実施機関及び人員の情報
４－１　業務分担者一覧
	研　究　項　目
	担当者氏名
	所属機関・部署・役職名
	ｴﾌｫｰﾄ(%)

	
	
	
	26
	27
	28

	事業総括者
	◎・・・・
	○○大学○○部○○研究室教授
	○
	○
	○

	１　企画・調整業務
(1)事業実施内容の企画・立案
　・・・・・
	◎・・・・
○・・・・
	○○大学○○部○○研究室教授
（独）○○研究所○チーム主任
	○
○
	○
○
	○
○

	(2)品種情報項目整理
	◎・・・・
△・・・・
	○○大学○○部○○研究室教授
（独）○○研究所○チーム主任
	○
	○  
	○ 

	(3)データベース及びホームページの仕様検討
	◎・・・・
△・・・・
	○○大学○○部○○研究室
（独）○○研究所○チーム主任
	○
○
	○
○
	○
○

	(4)年間の事業スケジュールの企画、事業進行管理及び事業成果取りまとめ
	◎・・・・
○・・・・
△・・・・
△・・・・
	○○大学○○部○○研究室教授（独）○○研究所○チーム主任
（独）○○研究所○チーム
（独）○○研究所○チーム
	○
○
○
○
	○
○
○
○
	○
○
○
○

	２　実需者等との連携推進
　○○における△△の開発
　(1)・・・・・の解明
	○・・・・
△・・・・
	○○大学○○部○○研究室
○○株式会社○○チーム主査
	○
○
	○
○
	○
○

	　(2)・・・・・の開発
	○・・・・
	○○県○○研究センター○○部
	○
	○
	○

	　(3)・・・・・の解析
	○・・・・
△・・・・
	○○研究室
○○県普及改良センター○○振興担当
	○
○
	○
○
	○
○

	３　加工適性試験の実施
	
	
	
	
	

	　・・・・
	△・・・・
	＊＊＊＊
	○
	○
	○


（◎事業総括者、○業務担当責任者、△業務担当者）
（注）共同実施機関については、事業の効果的・効率的な推進を図る観点から、参画機関の役割分担を明確にしてください。
４－２　連絡先等（事業総括者及び共同実施機関における業務担当責任者について記載）
	氏名
	連絡先

	氏名
（事業総括者）
	所属・部署
電話番号
FAX
e-mail
	：
：
：
：

	氏名
（業務担当責任者）
	所属・部署
電話番号
FAX
e-mail
	：
：
：
：

	氏名
（業務担当責任者）
	所属・部署
電話番号
FAX
e-mail
	：
：
：
：

	氏名
（業務担当責任者）
	所属・部署
電話番号
FAX
e-mail
	：
：
：
：


（１）事業総括者及び共同実施機関における業務担当責任者の連絡先を記載してください。
（２）各共同実施機関の業務担当責任者は、事業において担当する業務内容を記載してください。複数の業務を担当している場合は、全て記載してください。
（３）電話番号、FAX番号及びe-mailアドレスは半角文字で記載してください。
５．事業実施者の情報
５－１　事業総括者の経歴等（事業総括者のみ記載）
	事業総括者名
	

	最終学歴
	

	学位
	

	主な職歴と
業務内容
	


５－２　事業実施者のこれまでの業績（事業総括者・事業分担者全ての者において記載）
	氏　　名
	学位
	主な業績

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注１）「主な業績」には、これまで関わったプロジェクトの成果、研究論文、著書（共著含む）、知的財産権等について記載してください。
（注２）本事業と関連があるものについては◎をつけてください。
６．事業実施機関の知的財産への取組状況
	代表機関名
	
	事業総括者名
	


（１）本事業についての、成果の活用に係る方針、指針等の有無
（２）事業実施機関における職務発明規程の他、知的財産管理指針、ポリシー、規程等の有無
（３）共同実施グループを構成する場合は、各参画機関の知的財産管理指針、ポリシー、規程等の有無
（４）事業実施機関における知的財産部や担当官、知的財産権に関する問合せ窓口の配置（設置）の有無
７．事業の年度展開
７－１　各年度の事業費見込額（総額）
	事業費の見込額
	平成26年度
	27年度
	28年度

	
	○○，○○○(千円)
	○○，○○○(千円)
	○○，○○○(千円)


（注１）事業実施期間中の事業費の見込額について、各年度の総額（共同実施グループの場合は代表機関及び共同実施機関の経費総額）を記載してください。
（注２）提案者が事業を実施するために必要な事業費を計上してください。なお、予算規模は社会・経済状況、事業費の確保状況等によって変動し得ることもあり、総事業費規模については事務局が確約するものではありません。
（注３）消費税は、業務内容毎に内税で計上してください。
７－２　各年度毎の取組スケジュール
　本委託事業を実施するに当たっての各業務の必要経費を以下のような一覧表にまとめてください。
（単位：千円）　
	業務内容
	26年度
	27年度
	28年度
	計

	企画調整業務
	＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊

	実需者等との連携推進
	＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊

	地域への適応性試験
	
	＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊

	加工適性試験の実施
	
	＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊

	合　　　計
	＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊


（注１）消費税は、業務内容毎に内税で計上してください。
（注２）「合計」の欄は、「７－１各年度の事業費見込額（総額）」と一致させてください。
７－３　各年度の事業費見込額
	項　目
	事業実施機関
	対象作物名
	所要経費
（26年度）
	所要経費
（27年度）
	所要経費
（28年度）

	企画・調整業務
	　○○○○
	作物全般
	***
	***
	***

	
	合　計
	***
	***
	***

	実需者等との連携推進
	○○県試験場
	水稲
	***
	***
	***

	
	（独）○○○○センター
	水稲、小麦、大麦、大豆
	***
	***
	***

	
	（株）○○
	＊＊＊
	***
	***
	***

	
	（社）○○研究所
	＊＊＊
	***
	***
	***

	
	合　計
	***
	***
	***

	加工適性試験の実施
	（株）○○
	水稲
	***
	***
	***

	
	　○○県試験場
	水稲
	***
	***
	***

	
	（独）○○
	水稲
	***
	***
	***

	
	　○○センター
	＊＊＊
	***
	***
	***

	
	　○○研究所
	＊＊＊
	***
	***
	***

	
	合　計
	***
	***
	***

	地域への適応性試験
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	総　合　計
	     *,***
	***
	***


（注１）消費税は、業務内容毎に内税で計上してください。
（注２）各年度の所要見込額については、代表機関及び共同実施機関毎に記載してください。
（注３）「総合計」の欄は、「３－１　各年度の事業費見込額（総額）」及び「３－２　各年度毎の取組スケジュール」の額の欄と一致させてください。
（注４）対象作物名が多い場合は、欄外又は別紙に記載しても構いません。
８．平成２６年度所要経費見込額
８－１　事業費の詳細額（総額）
（単位：円）
	区　　　分
	積算内訳

	Ⅰ　直接経費
	＊＊，＊＊＊

	　１　人件費
	＊＊，＊＊＊

	　２　謝　金
	＊＊，＊＊＊

	　３　旅　費
	＊＊，＊＊＊

	　４　物品費
	＊＊，＊＊＊

	　　①　機械・備品費
　　②　消耗品費
	＊＊，＊＊＊
＊＊，＊＊＊

	　５　外注費
	＊＊，＊＊＊　　　　　　　　

	　６　その他
	＊＊，＊＊＊　　　　　　　　

	    ①　印刷製本費
	＊＊，＊＊＊

	　　②　借料及び損料
	＊＊，＊＊＊

	　　③　光熱水料
	＊＊，＊＊＊

	　　④　燃料費
	＊＊，＊＊＊

	　　⑤　会議費
	＊＊，＊＊＊

	　　⑥　賃　金
	＊＊，＊＊＊

	　　⑦　その他
	＊＊，＊＊＊

	
	

	Ⅱ　一般管理費　　
	＊＊，＊＊＊

	Ⅲ　消費税等相当額
	＊＊，＊＊＊

	総　　　額
	＊＊，＊＊＊


（注１）事業実施に必要な経費の見積額を公募要領「11の（３）委託経費の対象となる経費」に従って、記載してください。
（注２）一般管理費の算定は、上記「４　物品費」、「５　外注費」及び「６　その他」の合計額の15％以内で計上してください。
（注３）Ⅲ消費税等相当額は、Ⅰ及びⅡの経費のうち非課税取引、不課税取引及び免税取引に係る経費の８％を計上してください。
（注４）「総額」は「７　事業の年度展開」の当該年度の額と一致させてください。
８－２　各業務実施機関の事業費の詳細額
実施機関名（共同実施グループを構成する場合は代表機関名）：　
（１）経費内訳（単位
：千円）
	区　　　分
	積算内訳

	Ⅰ　直接経費
	＊＊，＊＊＊

	　１　人件費
	＊＊，＊＊＊

	　２　謝　金
	＊＊，＊＊＊

	　３　旅　費
	＊＊，＊＊＊

	　４　物品費
	＊＊，＊＊＊

	　　①　機械・備品費
　　②　消耗品費
	＊＊，＊＊＊
＊＊，＊＊＊

	　５　外注費
	＊＊，＊＊＊　　　　　　　　

	　６　その他
	＊＊，＊＊＊　　　　　　　　

	    ①　印刷製本費
	＊＊，＊＊＊

	　　②　借料及び損料
	＊＊，＊＊＊

	　　③　光熱水料
	＊＊，＊＊＊

	　　④　燃料費
	＊＊，＊＊＊

	　　⑤　会議費
	＊＊，＊＊＊

	　　⑥　賃　金
	＊＊，＊＊＊

	　　⑦　その他
	＊＊，＊＊＊

	
	

	Ⅱ　一般管理費　　
	＊＊，＊＊＊

	Ⅲ　消費税等相当額
	＊＊，＊＊＊

	総　　　額
	＊＊，＊＊＊


（注１）事業実施に必要な経費の見積額を公募要領「11の（３）委託経費の対象となる経費」に従って、記載してください。
（注２）一般管理費の算定は、上記「４　物品費」、「５　外注費」及び「６　その他」の合計額の15％以内で計上してください。
（注３）Ⅲ消費税等相当額は、Ⅰ及びⅡの経費のうち非課税取引、不課税取引及び免税取引に係る経費の８％を計上してください。
（２）設備備品費の内訳（単位：千円）
	設備備品名
(ﾒｰｶｰ名・規格等を併記)
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注１）「（１）経費内訳」の「４物品費」のうち「①機械・備品費」欄に計上した設備備品費の内訳を記載してください。
（注２）設備備品費は、計上していない設備備品の購入は、原則、認められません。
（注３）汎用性の高い備品（サーバー及びパソコン等）については、本事業に直接かかるもののみ計上してください。
（注４）100万円以上の高額な備品については、リースを検討してください。なお、１年間のリース料が100万円を超える場合は、「（３）雑役務費の内訳」に記載してください。
（３）雑役務費（１件当たり100万円以上）の内訳（単位：千円）
	件名
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注）「（１）経費内訳」の「６その他」の所要額のうち、１件当たり100万円以上の雑役務（試作品作成・データ分析・賃貸借等）を計画している場合に記載してください。
（４）試作品の内訳（単位：千円）
	試作品名
（仕様等を併記）
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注１）「（１）経費内訳」の「４物品費」又は「６その他」の所要額のうち、試作品を予定する場合は記載してください。
（注２）外国旅費は原則認めていません。
（注３）各所要額は、消費税（８％）込みで記載してください。
（注４）消費税相当額は、消費税課税事業者のみ消費税相当額を計上し、直接経費及び一般管理費のうち非課税取引・不課税取引・免税取引に係る８％に相当する額を計上してください。
　具体的には、「人件費」及び「謝金」の８％に相当する額を計上してください（人件費のうち派遣業者からの派遣研究員に係る経費は課税対象経費のため対象外）。
　また、「人件費」及び「謝金」以外に非課税・不課税・免税取引を予定する場合は、把握できる範囲で計上してください。
　地方公共団体・免税事業者の非課税団体等については計上できません（所要額欄に「－」を記載する）。
８－３　各業務実施機関の事業費の詳細額
共同実施機関名：（共同実施グループを構成する場合のみ記載）
（１）経費内訳（単位
：千円）
	区　　　分
	積算内訳

	Ⅰ　直接経費
	＊＊，＊＊＊

	　１　人件費
	＊＊，＊＊＊

	　２　謝　金
	＊＊，＊＊＊

	　３　旅　費
	＊＊，＊＊＊

	　４　物品費
	＊＊，＊＊＊

	　　①　機械・備品費
　　②　消耗品費
	＊＊，＊＊＊
＊＊，＊＊＊

	　５　外注費
	＊＊，＊＊＊　　　　　　　　

	　６　その他
	＊＊，＊＊＊　　　　　　　　

	    ①　印刷製本費
	＊＊，＊＊＊

	　　②　借料及び損料
	＊＊，＊＊＊

	　　③　光熱水料
	＊＊，＊＊＊

	　　④　燃料費
	＊＊，＊＊＊

	　　⑤　会議費
	＊＊，＊＊＊

	　　⑥　賃　金
	＊＊，＊＊＊

	　　⑦　その他
	＊＊，＊＊＊

	
	

	Ⅱ　一般管理費　　
	＊＊，＊＊＊

	Ⅲ　消費税等相当額
	＊＊，＊＊＊

	総　　　額
	＊＊，＊＊＊


（注１）事業実施に必要な経費の見積額を公募要領「11の（３）委託経費の対象となる経費」に従って、記載してください。
（注２）一般管理費の算定は、上記「４　物品費」、「５　外注費」及び「６　その他」の合計額の15％以内で計上してください。
（注３）Ⅲ消費税等相当額は、Ⅰ及びⅡの経費のうち非課税取引、不課税取引及び免税取引に係る経費の８％を計上してください。
（２）設備備品費の内訳（単位：千円）
	設備備品名
(ﾒｰｶｰ名・規格等を併記)
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注１）「（１）経費内訳」の「４物品費」のうち「①機械・備品費」欄に計上した設備備品費の内訳を記載してください。
（注２）設備備品費は、計上していない設備備品の購入は、原則、認められません。
（注３）汎用性の高い備品（サーバー及びパソコン等）については、本事業に直接かかるもののみ計上してください。
（注４）100万円以上の高額な備品については、リースを検討してください。なお、１年間のリース料が100万円を超える場合は、「（３）雑役務費の内訳」に記載してください。
（３）雑役務費（１件当たり100万円以上）の内訳（単位：千円）
（注）「（１）経費内訳」の「６その他」の所要額のうち、１件当たり100万円以上の雑役務（試作品作成・データ分析・賃貸借等）を計画している場合に記載してください。
	件名
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（４）試作品の内訳（単位：千円）
	試作品名
（仕様等を併記）
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注１）「（１）経費内訳」の「４物品費」又は「６その他」の所要額のうち、試作品を予定する場合は記載してください。
（注２）外国旅費は原則認めていません。
（注３）各所要額は、消費税（８％）込みで記載してください。
（注４）消費税相当額は、消費税課税事業者のみ消費税相当額を計上し、直接経費及び一般管理費のうち非課税取引・不課税取引・免税取引に係る８％に相当する額を計上してください。
　具体的には、「人件費」及び「謝金」の８％に相当する額を計上してください（人件費のうち派遣業者からの派遣研究員に係る経費は課税対象経費のため対象外）。
　また、「人件費」及び「謝金」以外に非課税・不課税・免税取引を予定する場合は、把握できる範囲で計上してください。
　地方公共団体・免税事業者の非課税団体等については計上できません（所要額欄に「－」を記載する）。
９．契約書に関する合意                                                             
  事務局から提示された委託契約書（案）に記載された条件に基づいて契約することに異存がない場合は、以下の文章を記載してください。
	　「○○　○○（代表者氏名）」は、「オンデマンド品種情報提供事業（連携推進・評価試験対応型）」の契約に際し、農林水産技術会議事務局より提示された委託契約書（案）に記載された条件に基づいて契約することに異存がないことを確認した上で、提案書を提出します。
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